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第２号様式(第６条第１項) 

 

有料老人ホーム入居契約兼特定施設入居者生活介護利用契約重要事項説明書 

 

                           作成日  2021 年 9 月 1 日 

１ 事業主体概要 

事業主体名 ミモザ株式会社 

代表者名 代表取締役 松本 考二 

所在地 東京都品川区南品川二丁目２番５号 

電話番号／ＦＡＸ番号 03－5796-0630 / 03－5796-0631 

ホームページアドレス https://www.mimoza-care.jp/ 

設立年月日 平成11年8月27日 

直近の事業収支決算額 ※１ 
(収益) 11,772,582千円 (費用) 11,489,873千円 

(損益) 282,708千円 

会計監査人との契約  無  ・ 有（       ） 

他の主な事業 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

認知症対応型共同生活介護 

サービス付き高齢者向け住宅 

住宅型有料老人ホーム 

家具付高齢者住宅 

小規模多機能居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

通所介護 

地域密着型通所介護 

認知症対応型通所介護 

訪問介護 

短期入所生活介護 

居宅介護支援 

※１ 原則として、収益は売上高＋営業外収益、費用は売上原価＋販売費及び一般管理費＋営業外

費用、損益は経常利益とする。 

 

２ 施設概要 

施設名 ミモザ横濱紫陽花苑 

施設の類型

及び表示事

項 

類型 
１ 介護付（一般型・外部サービス利用型） 

２ 住宅型  ３ 健康型 

居住の権利形態 
１ 利用権方式   ２ 建物賃貸借方式 

３ 終身建物賃貸借方式 

入居時の要件 
１ 自立   ２ 要介護  ３ 要支援・要介護 

４ 自立・要支援・要介護 

介護保険 

１市指定介護保険特定施設 

(番号       、指定年月日      ) 

  介護専用型・混合型・混合型（外部サービス利用型）・地域密

着型・介護予防・介護予防（外部サービス利用型） 

２ 介護保険在宅サービス利用可 

居室区分 １ 全室個室（夫婦等居室含む） ２ 相部屋あり 

介護に関わる職員体制 ２.０：１以上 
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提携ホームの利用等 
１ 提携ホーム利用可(             ) 

２ 提携ホーム移行型(             ) 

開設年月日 平成２７年５月 １日 

施設の管理者氏名 高橋 明義 

所在地 横浜市瀬谷区阿久和西一丁目７番２ 

電話番号／ＦＡＸ番号 045-360-0780／045-360-0781 

メールアドレス y-ajisaien@mimoza-care.jp 

交通の便 ※３ 
相模鉄道本線「三ツ境」駅より  

バス停「三ツ境小学校前」下車 徒歩約3分 

ホームページアドレス https://www.mimoza-care.jp 

敷地概要 ※４ 

権利形態 所有 ・ 借地 

(借地の場合の契約形態) 通常借地契約・定期借地契約 

(借地の場合の契約期間) 2015年 4月 1日～ 年 月 日 

(通常借地契約における自動更新条項の有無)  無・有 

敷地面積1,440.59㎡ 

建物概要 

権利形態 所有 ・ 借家 

(借家の場合の契約形態)  通常借家契約・定期借家契約 

(借家の場合の契約期間)  2015年 4月 1日～2035年 3月 31日 

(通常借家契約における自動更新条項の有無)   無・有 

建物の構造  造 地下 階 地上 階建(耐火・準耐火・その他) 

延床面積1,858.50㎡㎡（うち有料老人ホーム1,858.50㎡） 

建築年月日 平成27年3月27日建築 

改築年月日   年 月 日改築 

建築確認の用途指定 有料老人ホーム・その他(      ) 

居室、一時介護室の概要 

居室総数    55室   定員  55人(一時介護室を除く) 

(内訳) 

 

 居室定員 室 数 面  積 

 

居室 

個  室  55室 18.00㎡～18.60㎡ 

 うち２人定員   室    ㎡～   ㎡ 

２人部屋（相部屋）   室    ㎡～   ㎡ 

人部屋（相部屋）   室    ㎡～   ㎡ 

一時介護

室 

個  室   室    ㎡～   ㎡ 

２人部屋（相部屋）   室    ㎡～   ㎡ 

 人部屋（相部屋）   室    ㎡～   ㎡ 

 

共用施設・設備の概要（設

置箇所、面積、設備の整備

状況等） 

食堂兼機能訓練室 

設置階１階(58.32㎡) 

設置階２階(63.00㎡) 

設置階３階(63.00㎡) 

浴室 一般浴槽 
設置階２階(7.80㎡) 

設置階３階(7.80㎡) 

浴室 

リフト浴 設置階 1階(5.40 ㎡) 

ストレッチャー

浴 
設置階１階(14.76 ㎡) 

便所 設置箇所  各居室、１～３階に共用 

洗面設備 設置箇所  各居室、１～３階に共用 

医務室(健康管理室) 設置階１階       (15.00㎡) 

mailto:y-ajisaien@mimoza-care.jp
https://www.mimoza-care.jp/
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談話室 設置階       (     ㎡) 

面談室 設置階１階       (13.80㎡) 

事務室 設置階１階 

洗濯室 

設置階１階      (8.37 ㎡) 

設置階２階      (10.80㎡) 

設置階３階      (10.80㎡) 

汚物処理室 設置階1.2.3階 

看護・介護職員室 設置階1.2.3階 

機能訓練室 

設置階１階      (58.32㎡) 

設置階２階      (63.00㎡) 

設置階３階      (63.00㎡) 

他の共用施設との兼用 無・有（   ） 

健康・生きがい施設 設置階１階リフレッシュルーム(15.00㎡) 

エレベーター ※５ 1基(うちｽﾄﾚｯﾁｬｰ搬入可 1基) 

スプリンクラー 設置箇所  各階（全館）     

居室のある区域の廊下幅 両手すり設置後の有効幅員（1 .80 ｍ～1.84 ｍ） 

消防用設備等 

消火器 無・有 

自動火災報知設備 無・有 

火災通報設備 無・有 

スプリンクラー 無・有 

防火管理者 無・有 

防災計画（水害・土砂災害

を含む） 
無・有 

緊急通報装置等緊急連絡・

安否確認 

緊急通報装置等の種類及び設置箇所 

・緊急通報装置を設置（各居室､各居室内便所､浴室､共用便所） 

安否確認の方法・頻度等 

・巡回及び巡視 

（要介護３以上の方：２時間毎、要介護１～２の方：４時間毎） 

危険区域の指定状況 無・有（指定されている危険区域 １ 水害 ２ 土砂災害 ３ その他（    ）） 

同一敷地内の併設施設又は

事業所等の概要 ※６ 
- 

有料老人ホーム事業の提携

ホーム及び提携内容 
- 

※３ 最寄りの交通機関からの距離を徒歩で示す場合は、１分を 80ｍ以下の距離で換算すること。 

※４ 借地契約を締結していない場合は、敷地面積のみ記入する。 

※５ ここでいうストレッチャーは標準仕様のものとする。 

※６ 同一建物内の施設は全て、営業主体と面積とともに記入する。併設施設又は事業所等が、介

護保険法により居宅サービス事業者として指定されている場合（指定居宅介護支援を含む）は、

その種類と番号を記載すること。 

 

３ 利用料 ※７ 

（１）利用料の支払い方式 

支払い方式 ※８ 前払い方式    月払い方式    選択方式 
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入院等による不在時におけ

る利用料金（月払い）の取り扱

い 

１ 減額なし 

２ 日割り計算で減額 

３ 不在期間が   日以上の場合に限り、日割り計算で減額 

４ 不在期間が３０日以上の場合に限り、管理費を半額とする。 

利用料金の改定 

条件 
地元自治体が発表する消費者物価指数及び人件費等を勘案し検

討する 

手続方法 
運営懇談会を開き、入居者及び身元引受人の同意を得た上で 

改定する。 

 

（２）前払い方式 

費用の支払方法 ※９ 
前払金は入居時一括支払い（事業者指定の口座への振込み） 

月額利用料その他は、毎月の請求による月払い 

敷 金   無・ 有（     円、家賃相当額の  か月分）   

前払金  

(介護費用の前払金を除

く) 

 法第29条第6項に規定される前払金  360 万円 

 

想定居住期間又は償却期

間 
6年（72か月） 

算定の基礎（内訳） 

想定居住期間内における前払い家賃相当額 

 B プラン 5 万円×72 月＝360 万円 

想定居住期間を超えた部分における家賃相当額はありません。 

解約時の返還金（算

定方法等） 

想定居住期間内における前払い家賃相当額 

・返還額＝3,600,000÷2,191×契約解除(終了)後想定居住期間満了

日までの日数 

 ・但し入居後3カ月以内の契約解除の場合は、 

  返還額＝3,600,000－(50,000÷30×入居日から契約解除(終了)日

までの日数) 

なお、返還金は居室の明け渡しを受けた後90日以内に返還致します

。 

返還の対象とならな

い額の有無 
無・ 有（    円） 

初期償却の開始日 ― 

介護費用の前払金 

 
該当なし 

 

算定の基礎（内訳）  

解約時の返還金（算

定方法等） 
 

返還の対象とならな

い額の有無 
無 ・ 有（      円） 

初期償却の開始日  

月額利用料   Ｂプラン： 合計 199,640円(内消費税5,640円) 

 

年齢に応じた金額設

定 
 無 ・有   満80歳以上の方のみがお選びいただけるプランです。 

要介護状態に応じた

金額設定 
  無  ・ 有 
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料金プラン 

※10           

 

 

【Ｂプラン】 

360万円 

月額利用料 

内  訳 

管理費 

介

護 

費

用 

食費 
光熱 

水費 

家賃 

相当額 

そ

の

他 

199,640円 

(内消費税5,640円) 

25,750円   

(内消費税750円) 
― 

55,890円 

(内消費税4,890

円) 

実費 

負担 

118,000円 

(非課税) 
 

算定根拠 

※11 

管理費 

月額 25,750 円(内消費税 750 円) 

＜内訳＞ 

１）管理費①：17,500 円(非課税) 

共用施設整備費､エレベーター維持費､環境植栽

整備費などの共用部分の維持管理費です。 

２）管理費②：8,250 円(内消費税 750 円) 

事務管理部門の人件費・事務費、入居者に対する日

常生活支援サービス提供のための人件費・事務費で

す。 

介護費用 介護保険サービスの自己負担分は含みません。 

食費 

食費に、食材費、調理費を含みます。 

・食費は、朝食：378円(内消費税28円)、昼食：715円

(内消費税65円)（おやつ代込）、夕食：770 円 (内

消費税70円)で、喫食数に応じて精算致します。朝

食は軽減税率8％を適用しています。 

・欠食は2日前12時までのお申し出により調理費のみ

として 

朝食：216円(内消費税16円)、昼食：432円(内消費

税32円)（おやつ代込）、夕食：432円(内消費税32

円)をご請求致します。軽減税率8％を適用致します

。 

※消費税につきましては、1ヶ月間の合計金額に各

々の消費税率を乗じて計算いたしますので、1食

毎の税込額を合計した金額とは異なる場合がござ

います。 

また、1円未満は四捨五入して算出いたします。 

光熱水費 
居室内の電気使用料及び電話代等は別途実費負担

とします。 

家賃相当額 近傍相場等を勘案して算出。 

その他 
介護報酬適用外の介護用品費は、別途実費負担あ

り。 

月額利用料に含まれな

い実費負担等 ※12 

別途利用料の支払いが必要となる有料サービスの項目と利用料につ

いては、「管理規程別表Ⅴ 費用及び使用料一覧表」に示されてい

ます。 

消費税の対象外とする

利用料等 
家賃相当額 及び 管理費① 

  



 

- 6 - 

 

介護保険に係る利用料 

※13 

(適用を受ける場合は、

市区町村から交付され

る「介護保険負担割合

証」に記載された利用

者負担の割合に応じた

額) 

 
特定施設入居者生活介護         （１か月 30 日の例） 

区 分 月  額 
利用者負担額 

 1 割  2 割 3 割 

要介護１   173,020 円 17,302 円 34,604 円 51,906 円 

要介護２   194,246 円 19,425 円 38,850 円 58,274 円 

要介護３   216,758 円 21,676 円 43,352 円 65,028 円 

要介護４   237,340 円 23,734 円 47,468 円 71,202 円 

要介護５   259,531 円 25,954 円 51,907 円 77,860 円  

     
 各種加算の状況 

身体拘束廃止取組の有無 (減算型・基準型） 

退院・退所時連携加算 無・有 

入居継続支援加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

生活機能向上連携加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

個別機能訓練加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

ADL 維持等加算〔申出〕の有無 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

夜間看護体制加算  無・有 

若年性認知症入居者受入加算 無・有 

科学的介護推進体制加算 無・有 

医療機関連携加算   無・有 

口腔衛生管理体制加算 無・有 

口腔・栄養スクリーニング加算 無・有 

看取り介護加算    無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

認知症専門ケア加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

サービス提供体制強化加算 無・有 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

介護職員処遇改善加算 無・有 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

Ⅴ 

介護職員等特定処遇改善加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

 
介護予防特定施設入居者生活介護    （１か月 30 日の例） 

区 分 月  額 利用者負担額（ 割の場合） 

要支援１       円              円 

要支援２       円              円 
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 各種加算の状況 

身体拘束廃止取組の有無 (減算型・基準型） 

生活機能向上連携加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

個別機能訓練加算  無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

若年性認知症入居者受入加算 無・有 

科学的介護推進体制加算 無・有 

医療機関連携加算   無・有 

口腔衛生管理体制加算 無・有 

口腔・栄養スクリーニング加算 無・有 

認知症専門ケア加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

サービス提供体制強化加算 無・有 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

介護職員処遇改善加算 無・有 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

Ⅴ 

介護職員等特定処遇改善加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 
 

 

（３）月払い方式 

費用の支払方法 ※９ 月額利用料その他は、毎月の請求による月払い。 

敷金  無・ 有（     円、家賃相当額の  か月分） 

月額利用料  Ａプラン： 合計 249,640円(内消費税5,640円) 

 

 

年齢に応じた金額設

定 
 無・ 有 

要介護状態に応じた

金額設定 
  無・ 有 

 

料金プラン ※10

【Ａプラン】   

    0万円 

月額利用料 

内  訳 

管理費 
介護 

費用 
食費 

光熱 

水費 

家賃 

相当額 
その他 

249,640円 

(内消費税5,640円) 

25,750円

 (内消費税  

     750円) 

― 

55,890円 

(内消費税   

4,890円) 

実費 

負担 

168,000円 

(非課税) 
 

算定根拠 

※11 

管理費 

月額 25,750 円(内消費税 750 円) 

＜内訳＞ 

１）管理費①：17,500 円（非課税） 

共用施設整備費､エレベーター維持費､環境植栽整

備費などの共用部分の維持管理費です。 

２）管理費②：8,250 円(内消費税 750 円) 

事務管理部門の人件費・事務費、入居者に対する日常

生活支援サービス提供のための人件費・事務費です。 

介護費用 介護保険サービスの自己負担分は含みません。 
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食費 

食費に、食材費、調理費を含みます。 

・食費は、朝食：378円(内消費税28円)、昼食：715円(

内消費税65円)（おやつ代込）、夕食：770 円 (内消

費税70円)で、喫食数に応じて精算致します。朝食は

軽減税率8％を適用しています。 

・欠食は2日前12時までのお申し出により調理費のみと

して 

朝食：216円(内消費税16円)、昼食：432円(内消費税

32円)（おやつ代込）、夕食：432円(内消費税32円)

をご請求致します。軽減税率8％を適用致します。 

※消費税につきましては、1ヶ月間の合計金額に各々

の消費税率を乗じて計算いたしますので、1食毎の

税込額を合計した金額とは異なる場合がございま

す。 

また、1円未満は四捨五入して算出いたします。 

光熱水費 
居室内の電気使用料及び電話代等は別途実費負担と

します。 

家賃相当額 近傍相場等を勘案して算出。 

その他 
介護報酬適用外の介護用品費は、別途実費負担あり

。 

月額利用料に含まれな

い実費負担等 ※12 

別途利用料の支払いが必要となる有料サービスの項目と利用料につい

ては、 

「管理規程別表Ⅴ 費用及び使用料一覧表」に示されています。 

消費税の対象外とする

利用料等 
家賃相当額 及び 管理費① 
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介護保険に係る利用料 

※13 

(適用を受ける場合は、

市区町村から交付され

る「介護保険負担割合

証」に記載された利用

者負担の割合に応じた

額) 

 
特定施設入居者生活介護         （１か月 30 日の例） 

区 分 月  額 
利用者負担額 

 1 割  2 割 3 割 

要介護１   173,020 円 17,302 円 34,604 円 51,906 円 

要介護２   194,246 円 19,425 円 38,850 円 58,274 円 

要介護３   216,758 円 21,676 円 43,352 円 65,028 円 

要介護４   237,340 円 23,734 円 47,468 円 71,202 円 

要介護５   259,531 円 25,954 円 51,907 円 77,860 円  

     
各種加算の状況 

身体拘束廃止取組の有無 (減算型・基準型） 

退院・退所時連携加算 無・有 

入居継続支援加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

生活機能向上連携加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

個別機能訓練加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

ADL 維持等加算〔申出〕の有無 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

夜間看護体制加算  無・有 

若年性認知症入居者受入加算 無・有 

科学的介護推進体制加算 無・有 

医療機関連携加算   無・有 

口腔衛生管理体制加算 無・有 

口腔・栄養スクリーニング加算 無・有 

看取り介護加算    無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

認知症専門ケア加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

サービス提供体制強化加算 無・有 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

介護職員処遇改善加算 無・有 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

Ⅴ 

介護職員等特定処遇改善加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

 
介護予防特定施設入居者生活介護    （１か月 30 日の例） 

区 分 月  額 利用者負担額（ 割の場合） 

要支援１       円              円 

要支援２       円              円 
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 各種加算の状況 

身体拘束廃止取組の有無 (減算型・基準型） 

生活機能向上連携加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

個別機能訓練加算  無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

若年性認知症入居者受入加算 無・有 

科学的介護推進体制加算 無・有 

医療機関連携加算   無・有 

口腔衛生管理体制加算 無・有 

口腔・栄養スクリーニング加算 無・有 

認知症専門ケア加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 

サービス提供体制強化加算 無・有 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

介護職員処遇改善加算 無・有 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

Ⅴ 

介護職員等特定処遇改善加算 無・有 
Ⅰ 

Ⅱ 
 

 

（４）共通事項 

前払金の返還金の保全措置 無 ・有 

保全措置の内容  

（保全先） 

入居者生活保証制度： 

公益社団法人 全国有料老人ホーム協会 

（保全内容） 

当社が協会に個別入居者の拠出金を支払うこと

により、万一倒産等に至り、入居者のすべてが

退去せざるを得なくなり、かつ、入居者から入

居契約が解除された場合に、償却期間終了後で

も保証金として協会の規程に則った金額が支払

われる。 

サービスの提供に伴う事故等が

発生した場合の損害賠償保険等

への加入 

  無 ・ 有   

保険名( あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

    介護保険・社会福祉事業者総合保険 ) 

短期利用の設定（短期利用特定

施設入居者生活介護の届出があ

る） 

 無 ・有    有の場合は 

          別添短期利用のサービス等の概要 参照 

※７ 消費税を含む総額表示とすること。 

※８ 前払い方式と月払い方式の併用の場合は選択方式とする。 

※９ 前払金や月額利用料の請求時期や支払い方法等を記入する。 

※10 複数の料金プランがあるときはそれぞれのプランの金額を示す。多様なプランがあるときは

別紙による明記でも可能だが、その場合でも、最低額、最高額、標準的な額のプランは記載す
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ること。 

※11  介護費用は介護保険に係る利用料を除く。 

食費が１日単位の場合は、１か月 30 日の場合の費用を記入するとともに、その旨記入する。 

光熱水費は当該費用に含まない部分（居室等）の負担がある場合は、その旨記入する。 

※12 見込まれる総ての項目名を列記すること。 

※13 個別機能訓練加算、夜間看護体制加算、医療機関連携加算、認知症専門ケア加算、サー 

ビス提供体制強化加算及び介護職員処遇改善加算を含めて記入する。 

 

４ サービスの内容 

（１）サービスの提供方法 

入浴、排せつ又は食事の介護 １ 自ら実施  ２ 委託  ３なし 

食事の提供 １ 自ら実施  ２ 委託  ３なし 

洗濯、掃除等の家事の供与 １ 自ら実施  ２ 委託  ３なし 

健康管理の供与 １ 自ら実施  ２ 委託  ３なし 

安否確認又は状況把握サービス １ 自ら実施  ２ 委託  ３なし 

生活相談サービス １ 自ら実施  ２ 委託  ３なし 

 

（２）サービス等の内容 

月額利用料（介護費用、光熱水

費、家賃相当額を除く）に含ま

れるサービスの内容・頻度等 

管理費 小規模修繕、フロント業務、管理・入居相談業務 

食 費 

食材費：三食の提供、おやつ、その他水分補給のた

めの飲み物、一部外食費用 

調理費：調理職員経費、調理機材保全費、備品補填

費を含みます 

その他 － 

(介護予防)特定施設入居者生活

介護による保険給付及び介護費

用によりホームが提供する介護

サービスの内容・頻度等 

 別添 介護サービス等の一覧表による 

月額利用料に含まれない実費負

担の必要なサービスとその利用

料 

 別添 介護サービス等の一覧表及び管理規程による 

一部又は全部の業務を委託する

場合は委託先及び委託内容 ※

14 

株式会社 東京天竜 

 給食調理業務委託契約（３食及びおやつの調理） 

苦情解決の体制（相談窓口､責

任者､連絡先、第三者機関の連

絡先等） ※15 

・苦情対応マニュアルに従って、担当者・責任者に連絡し、誠

実に対応し、経過を記録に残します。 

１）相談窓口 ミモザ横濱紫陽花苑 管理者 高橋 明義 

電話 045-360-0780 

２）ミモザ株式会社 本社 お客様相談室  

電話 03-6712-8110 

・施設での解決が難しい場合は、次の第三者機関や行政に相談

することができます。 

 １）横浜市 健康福祉局 高齢健康福祉部 高齢施設課 
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電話 045-671-4117 

２）公益社団法人 全国有料老人ホーム協会      

電話 03-3548-1077 

３）神奈川県国民健康保険団体連合会 介護保険課      

電話 0570-022110(苦情専用) 

事故発生時の対応（医療機関等

との連携、家族等への連絡方法

・説明等） 

事故対応マニュアルに基づいて、応急措置、協力医療機関への

搬入、若しくは119番通報による他の医療機関への搬入を行うと

ともに、家族への連絡を行います。また、事故に基づいての検

証、今後の防止策を講じます。 

事故発生の防止のための指針  無 ・有 

損害賠償（対応方針及び損害保

険契約の概要等） 

（保険名） 
あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 
介護保険・社会福祉事業者総合保険 

 
（その概要） 

 介護サービスの提供にあたり、事故が発生し入居者の生命

、身体等、入居者の故意よるものを除いて、速やかに補償し

ます。入居者に重大な過失がある場合には、補償額を減ずる

ことがあります。尚、天災等の不可抗力は除きます。 

公益社団法人全国有料老人ホー

ム協会及び同協会の入居者基金

制度への加入状況 

 協 会 へ の 加 入   無 ・有 

 入居者基金への加入  無 ・有 

利用者アンケート調査、意見箱

等利用者の意見等を把握する取

組の状況 

有 
実施日  

実施内容  

無  

備考 

第三者による評価の実施状況 

有 
実施日  

実施内容  

無  

備考 

運営懇談会の開催状況 

(開催回数、設置者の役職員を

除く参加者数、主な議題等) 

令和 2 年 9 月   コロナのため類送付 

令和 2 年 12 月  コロナのため類送付 

令和 3 年 2 月  コロナのため類送付 

令和3年6月  コロナのため類送付 

※14 施設の警備業務など入居者の処遇と直接関わらない業務は除く。 

※15 施設の体制と併せて、神奈川県国民健康保険団体連合会や公益社団法人全国有料老人ホーム

協会など、入居者が利用可能な第三者機関及び行政の担当部署の名称及び連絡先を記入 

 

５ 介護を行う場所等 

要介護時(認知症を含む)に介

護を行う場所 

入居している介護居室で介護します。ただし、心身の状態により

居室移動の場合があります。 
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入 

を居 

住後

みに 

替居

え室 

る又 

場は 

合施 

設 

 

居室から一時介護室へ

移る場合(判断基準･手

続、追加費用の要否、

居室利用権の取扱い等

) 

当ホームは全て介護居室です。 

従前の居室から別の居

室へ住み替える場合（

同上） 

 他の介護居室に移り介護を受けながら日常生活を営むことが必

要となった場合には、 

 ①事業者の指定する医師の意見を聴く 

 ②緊急やむをえない場合を除いて一定の観察期間を設ける 

 ③変更先の場所の概要、介護の内容、費用負担等について入居

者及び身元引受人等に説明を行う 

 ④入居者の身元引受人等の意見を聴く 

 ⑤入居者の意思を確認、同意を得る 

以上の手続きを経て、居室の利用権を本人の同意を得て消滅させ

、新たな居室の利用権を設定します。 

この場合、新たな追加費用は必要ありません。 

提携ホームへ住み替え

る場合（同上） 
提携ホームはありません。 

 

６ 医療 

協力医療機関（又は嘱託医

）の概要及び協力内容 

名 称 医療法人社団鵬友会 新中川病院 

診療科目 
内科、精神科、整形外科、リハビリテーション科、皮

膚科、泌尿器科、胃腸内科、循環器内科 

所在地 横浜市泉区池の谷３９０１番地 

距離及び所要時間 ３．２８ｋｍ 9分（車） 

協力内容 緊急時受入れ、往診（夜間往診） 

 

名 称 医療法人社団鵬友会 湘南泉病院 

診療科目 

内科, 循環器科, 消化器科, 神経内科, 外科, 整形外

科,形成外科, 皮膚科, 泌尿器科, リハビリテーション

科,  

所在地 横浜市泉区新橋町１７８４番地 

距離及び所要時間 ２.８５ｋｍ ８分（車） 

協力内容 緊急時受入れ、往診（夜間往診） 

 

名 称 医療法人社団 星空 ｾｲﾝﾄｸﾘﾆｯｸ 

診療科目 内科、神経内科 

所在地 
神奈川県横浜市旭区二俣川二丁目 57番地

2 浜ビル地下１階 

距離及び所要時間 ５．０ｋｍ  １４分（車） 

協力内容 訪問診療 
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名 称 
医療法人社団ふたば会 やよい台内科皮膚

科 

診療科目 

呼吸器内科。循環器内科、消化器内科、一

般内科、皮フ科(皮フ一般・アレルギー・外

傷) 

所在地 
神奈川県横浜市泉区弥生台 25-1 弥生台石

川ビル 201 

距離及び所要時間 ３．９ｋｍ １０分 

協力内容 訪問診療 

 

名 称 
医療法人社団共進会 つくし野駅前クリ

ニック 

診療科目 内科 

所在地 
東京都町田市つくし野２－２６－４ 

つくし野第三ビル２Ｆ 

距離及び所要時間 １０．６０ｋｍ 21分（車） 

協力内容 訪問診療 

協力歯科医療機関（又は嘱

託医）の概要及び協力内容 

名 称 医療法人社団高輪会 新横浜ﾃﾞﾝﾀﾙｸﾘﾆｯｸ 

所在地 神奈川県横浜市港北区小机町 2461 

距離及び所要時間 １０.７０ｋｍ ２８分（車） 

協力内容 訪問歯科 

 

名 称 医療法人社団 慶実会 ｸﾞﾚｰｽﾃﾞﾝﾀﾙｸﾘﾆｯｸ 

所在地 神奈川県横浜市青葉区田奈町 78-20 

距離及び所要時間 １２．１０ｋｍ ２８分（車） 

協力内容 訪問歯科 

入居者が医療を要する場合

の対応（入居者の意思確認

、医師の判断、医療機関の

選定、費用負担、長期に入

院する場合の対応等） 

＜有料老人ホーム管理規程＞ 

１２.費用及び使用料 

（９）入居者が医療を要する場合、ホームの協力医療機関又は

入居者が選択する医療機関で治療を受けます。費用につい

ては医療保険制度で支給される以外の自己負担額は入居者

負担となります。入院の場合は、入院中の介護保険の利用

料の請求はありません。また、入院中の食材費は減額(1ヶ

月を３０日として日割り計算）します。長期入院（３０日

以上）の場合は、管理費の５０％を減額します。 

＜別表Ⅳー２② 健康管理サービス（治療への協力）＞ 

□日常医療支援 

①通院 

・通院可能な場合は、入居者のかかりつけの医師・病院 

・施設の協力医療機関または専門医を紹介 

※協力病院の場合は、適宜対応します。 

②入院 

・入院治療が必要となった場合、入居者のかかりつけの医

師、病院、施設の協力医療機関等への入院 
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※協力病院の場合は、適宜対応します。 

③その他サービス 

  ・通院、入院、退院に際し、職員による事務手続きの代行

等 

※協力病院の場合は、適宜対応します。 

□救急時対応 

・急に身体の具合が悪くなった場合は、職員がそのお知ら

せにより適確かつ迅速に応急処置に当たります。 

また、状況により医師と連絡をとり協力医療機関等での

救急治療あるいは救急入院が受けられるようはからいま

す。 

※協力病院の場合は、適宜対応します。 

 

７ 入居状況等                      ( 2021 年  9 月  1 日現在) 

入居者数及び定員      36 人（定員   55 人） 

入居者の状況 

 男 性    9 人、女 性    27 人 

 自 立    0 人 

 要支援    0 人 
（内訳） 要支援１     0 人 

     要支援２     0 人 

 要介護    36 人 

（内訳） 要介護１     7 人 

     要介護２     8 人 

     要介護３     7 人 

     要介護４     4 人 

     要介護５     10 人 

平均年齢      89 歳（男性   91.22 歳、女性   88.26 歳） 

注) 介護の要否別及び平均年齢については、入居者数が少ない等の状況により、個人が特定される

場合には、プライバシー保護の観点から記入する必要はない。 

 

８ 職員体制 

（１）職種別の職員数等                  (  2021 年  9 月  1 日現在) 

   職 員 数 

常勤換算後の 夜 間 勤 務 職 員 数       

( 時～翌 時) 

（最少人数） 

備  考 

（資格・委託等） 人数 うち自立対応 

従

業

者

の

内

訳 

管理者  ※1  (   )  
 

 ※介護職員兼務〔1〕 

生活相談員  ※2  ( 1  )  ※介護職員兼務〔1〕 

直接処遇職員 33  ( 26 ) 21.3   ※生活相談員兼務〔2〕 

 
介護職員 19  ( 14 ) 14.6  3  

看護職員 14  ( 12  ) 6.7  1  

機能訓練指導員 1    (   ) 

  

  

 

理学療法士 0    (   )   

作業療法士 0    (   )   

その他 1    (   )   

計画作成担当者 1    ( 1  )   

医師     (   )   
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栄養士 ■１  (   )  ■外部委託〔1〕 

調理員 ■3   (   )  ■外部委託〔3〕 

事務職員 2    ( 1  )   

その他職員 0    (   )   

  合   計 40  ( 29  )   

注１) 職員数欄の(  )内は、非常勤職員数で内数 

２) 直接処遇職員は、要介護者及び要支援者に対して介護サービスを提供する職員と自立者に対

して一時的な介護その他日常生活上必要な援助を行う職員を合わせた数とし、また、常勤換算

後の人数において、自立者対応の人数を内数で記入 

３）機能訓練指導員及び計画作成担当者が他の職務を兼務している場合は、職員数の人数に※印

をつけるとともに、兼務している職名を備考欄に記入 

４) 備考欄には、直接処遇職員や調理員等の委託、看護職員等の機能訓練指導員兼務、計画作成

担当者の介護支援専門員資格等を記入 

 

（２）職員の状況 

管理者 

他の職務との兼務 １ あり  ２ なし 

兼務に係る
資格等 

１ あり  

 資格等の名称 介護福祉士 

２ なし 

 
看護職員 介護職員 生活相談員 

機能訓練 
指導員 

計画作成 
担当者 

常勤 
非常
勤 

常勤 
非常
勤 

常勤 
非常
勤 

常勤 
非常
勤 

常勤 
非常
勤 

前年度 1 年間の 
採用者数 

2 3 3 5 0 1 1 0 0 0 

前年度 1 年間の 
退職者数 

1 1 1 3 0 0 0 0 0 0 

業
務
に
従
事
し
た
経
験
年

数
に
応
じ
た
職
員
の
人
数 

1 年未満 2 2 2 5 1 0 1 0 0 1 

1 年以上 
3 年未満 

0 2 1 3 0 1 0 0 0 0 

3 年以上 
5 年未満 

0 4 1 3 0 0 0 0 0 0 

5 年以上 
10 年未満 

0 4 1 3 0 0 0 0 0 0 

10 年以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

従業者の健康診断の実施状況 １ あり   ２ なし 

 

○要介護者・要支援者に対する直接処遇職員体制 

(特定施設入居者生活介護事業者（介護予防特定施設入居者生活介護を含む）の指定を受けた施設

のみ記入。利用者数の「前年度の平均値」及び職員数の「常勤換算方法」等については、指定居宅

サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11 年３月 31 日厚生省令第 37 号)等の

規定によること) 

 前々年度の平均値  前年度の平均値 
今年度の平均値 ※

18 

要支援者の人数 1 0 0 

要介護者の人数 41.9 42.3 36 
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指定基準上の直接処遇職員の人

数 ※16 
22 22 18 

配置している直接処遇職員の人

数 ※17 
19.2 20.67 21.23 

要支援者・要介護者の合計数人

に対する配置直接処遇職員の人

数の割合 

2.1：1 2.0：1 1.6：1 

常勤換算方法の考え方 常勤職員の週勤務時間40時間で除して算出 

従業者の勤務体制の概要 

介護職員 早番   7：15～16：15（A勤） 

     日勤   8：30～17：30（B勤） 

     遅番  10：30～19：30（C勤） 

     夜勤  17：00～9：00 (Ｅ勤) 

     夜勤  16：00～10：00 (Ｌ勤) 

看護職員 早番    7：30～16：30 

     日勤   8：30～17：30（B勤）  

     夜勤  17：00～9：00 (Ｅ勤) 

     夜勤  16：00～10：00 (Ｌ勤) 

※16 常勤換算後の人数 

※17 常勤換算後の人数。自立者対応の人数を除く。 

※18 今年度の平均値は、作成日の前月までの平均値とすること。 

 

○介護職員の保健福祉に係る資格取得状況  

社会福祉士    0人（  0人） 介護職員実務者研修修了者    1 人（ 0人） 

介護福祉士 
    5人（  5人

） 
介護職員初任者研修修了者    7人（ 0人） 

介護支援専門員 
    2人（  2人

） 
資格なし    6人（ 0人） 

注１) 資格を複数持っている職員がいる場合は、社会福祉士、介護福祉士の順に優先して記入す

る。他の資格を持っている職員を（ ）に外数で記入する。 

注２）介護職員基礎研修及び各ホームヘルパー研修修了者は、介護職員初任者研修に含めて記入

する。 

 

９ 入居・退居等 

入居者の条件（年齢、心身

の状況(自立・要支援・要

介護)等） 

概ね65歳以上で日常生活で介護が必要な方 

身元引受人等の条件及び義

務等 

連帯保証人（必ず身元引受人を兼ねる）を定めて頂きます。 

連帯保証人（身元引受人）は利用料の支払いについて、入居者と連

帯して責任を負うことになります。また、入居契約が終了の時に入

居者を引き取ることになります。 

生活保護受給者の受入れ対応   否  ・ 可 

施設又は入居者が入居契約

を解除する場合の事由及び

手続等 ※19 

施設又は入居者が入居契約を解除する場合の事由及び手続等につい 

ては、入居契約書の第２９条及び第３０条に示されております。 

 

第２９条（事業者からの契約解除） 

 事業者は、入居者が次の各号のいずれかに該当し、かつ、そのこと

により本契約をこれ以上将来にわたって維持することが社会通念上
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著しく困難と認められる場合に、本条第2項及び第3項に規定した条

件の下に、本契約を解除することがあります。 

 一 入居申込書に虚偽の事項を記載する等の不正手段により入居

したとき 

 二 月払いの利用料その他の支払いを正当な理由なく、3か月以上

遅滞するとき 

 三 本契約第3条(目的施設の終身利用契約)第3項の規定に違反し

たとき 

 四 本契約第20条(禁止又は制限される行為)の規定に違反したと

き 

 五 入居者の行動が、他の入居者又は従業員の生命に危害を及ぼ

し、又は、その危害の切迫した恐れがあり、かつ有料老人ホー

ムにおける通常の介護方法及び接遇方法ではこれを防止する

ことができないとき 

 六 常時、高度な医療行為が必要となり、当施設で対応することが

できなくなった場合 

２ 事業者は、入居者又はその家族・連帯保証人・身元引受人・返還

金受取人等による、事業者の役職員や他の入居者等に対するハラ

スメントにより、入居者との信頼関係が著しく害され事業の継続

に重大な支障が及んだときに、本契約を解除することがあります。 

３ 前項の規定に基づく契約の解除の場合は、事業者は書面にて次

の各号に掲げる手続きを行います。 

 一 契約解除の通告について90日の予告期間をおく。 

 二 前号の通告に先立ち、入居者、連帯保証人、身元引受人等に弁

明の機会を設ける。 

 三 解除通告に伴う予告期間中に、入居者の移転先の有無につい

て確認し、移転先がない場合には入居者、連帯保証人、身元引

受人等、その他関係者・関係機関と協議し、移転先の確保につ

いて協力する。 

４ 本条第1項第五号によって契約を解除する場合には、事業者は書

面にて前項に加えて次の第一号及び第二号に掲げる手続きを行い

ます。 

 一 医師の意見を聴く。 

 二 一定の観察期間をおく。 

５ 事業者は、入居者、連帯保証人、身元引受人等が次の各号のいず

れかに該当した場合には、本条前項までの定めに関わらず、催告す

ることなく本契約を解除することができます。 

 一 本契約第46条(反社会的勢力の排除の確認)の各号の確約に反

する事実が判明したとき 

 二 本契約締結後に反社会的勢力に該当したとき 

 三 本契約第20条(禁止又は制限される行為)第1項第六号から第

八号までの各号に掲げる行為を行ったとき 

６ 事業者は、前項において連帯保証人又は身元引受人との契約を

解除した場合、入居者に新たな連帯保証人又は身元引受人の指定

を求め、入居者がこれに応じないときは本契約を解除することが

できます。 

７ 入居日の翌日から3月以内において、前項の契約解除を行う場合
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は、本契約第44条(短期解約特例)の短期解約特例を適用するもの

とします。 

 

第３０条（入居者からの解約） 

入居者は、事業者に対して、少なくとも30日前に解約の申し入れを

行うことにより、本契約を解約することができます。解約の申し入れ

は事業者の定める解約届を事業者に提出するものとします。 

２ 入居者が前項の解約届を提出しないで居室を退去した場合には

、事業者が入居者の退去の事実を知った日の翌日から起算して30

日目をもって、本契約は解約されたものと推定します。 

３ 入居者は、事業者又はその役員が次の各号のいずれかに該当し

た場合には、前2項の規定に関わらず、催告することなく、本契約

を解約することができます。 

 一 本契約第46条(反社会的勢力の排除の確認)の各号の確約に反

する事実が判明したとき 

 二 本契約締結後に自ら又は役員が反社会的勢力に該当したとき 

前
年
度
に
お
け
る 

退
去
者
の
状
況 

退去先別の人数 

自宅等 0 人 

社会福祉施設 0人 

医療機関 2人 

死亡者 23人 

その他 5人 

生前解約の状況 

施設側の申出 

0人 

（解約事由の例） 

入居者側の申出 

7人 

（解約事由の例） 

 療養型施設へ転居 

体験入居の期間及び費用負

担等 

1泊2日 11,000円（消費税込、介護保険適用なし）、期間は14日間

を限度とします。 

※19 入居契約の条項に沿って、解除の事由及び手続、予告期間、前払金の返還時期等を正確に記

入 

 

１０ 情報開示 

 

 

入居希

望者等

への情

報開示 

※20 

 

重要事項説明書の公開  １ 公 開（閲覧・写し交付）  ２ 非公開 

入居契約書の公開  １ 公 開（閲覧・写し交付）  ２ 非公開 

管理規程の公開  １ 公 開（閲覧・写し交付）  ２ 非公開 

財務諸表の公開  １ 公 開（閲覧・ 写し交付 ）  ２ 非公開 

事業収支計画の公開  １ 公 開（閲覧・ 写し交付 ）  ２ 非公開 

※20 市指針上、重要事項説明書、入居契約書及び管理規程は写し交付、その他は少なくとも閲

覧であることに留意すること。 

 

添付書類：別添１「介護サービス等の一覧表」 

別添２「短期利用のサービス等の概要」（設定がある場合のみ） 

     別添３「横浜市有料老人ホーム設置運営指導指針 適合表」 
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 契約の締結にあたり、利用料の詳細な支払い方法を含め、本有料老人ホーム入居契約兼特定施設入

居者生活介護利用契約重要事項説明書により説明を行いました。 

 

年  月  日    説明者署名            

 

契約の締結に当たり、利用料の詳細な支払い方法を含め、本有料老人ホーム入居契約兼特定施設入

居者生活介護利用契約重要事項説明書により説明を受けました。 

 

年  月  日    署   名           


